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研究成果の概要（和文）：ラテンアメリカは、1990年代の新自由主義改革期から今世紀にはその見直しや批判が中心と
なるポスト新自由主義期に入ったと分析される。確かにそうした一般的な傾向が存在することは事実であるが、他方、
社会支出の規模（国家予算に占める割合）を例に検証すると、新自由主義期とポスト新自由主義期は断絶ではなく、一
定の連続性が観察される。その背景には、20世紀のラテンアメリカ諸国が経験した近代化や工業化による経済社会構造
の変化と階層的社会的亀裂構造ならびにそれを反映した政治のあり方がある。同時に、ポスト新自由主義期の政治過程
分析では、関与するアクターの勢力分布の違いや変化も考慮する必要がある。

研究成果の概要（英文）：It has been commonly analyzed that Latin America has passed from neoliberal 
reform decade of 1990s to the next stage of “post-neoliberal era” when neoliberalism is considered to 
be revised or criticized. But we cannot apply this general tendency to the social expenditure scale (its 
proportion in the government budget). In this case, rather than a brake, the continuity between the 1990s 
and the first decade of this century has been observed. This continuity is due to the social and economic 
cleavages based on the modernization and industrialization process of each Latin American country and the 
politics that reflects it. At the same time, the changing dynamics of the distribution of political and 
social actors’ forces also are to be considered to analyze the political process in the post-neoliberal 
era.

研究分野： ラテンアメリカ政治研究、ラテンアメリカ地域研究
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１．研究開始当初の背景 
 過去 30 年間、中南米（以下、ラテンアメ
リカ）諸国は、国家社会関係のあり方につい
て模索を続けてきた。その契機となったのは、
輸入代替工業化を中心とする国家主導型経
済開発に代表される、1970 年代までの約半
世紀の間、標榜されてきた「国家中心モデル」
の破綻であった。それに代わり、1980 年代
からは、グローバル化の進展を背景に、国家
の役割・機能を縮小する新自由主義（ネオリ
ベラリズム）への転換が図られ、「市場中心
モデル」が基調となった（1980 年代から 90
年代までの新自由主義期）。しかし、「市場中
心モデル」の下では、マクロ経済レベルの安
定と発展は可能となったものの、歴史的、構
造的にラテンアメリカ諸国が抱えてきた格
差や貧困を克服するまでには至らなかった。
そのため、1990 年代末以降、ネオリベラリ
ズムの見直しを求める勢力が台頭し、多くの
国で政権を握る「左傾化」現象が観察されて
きた（今世紀のポスト新自由主義期。ここで
の「ポスト」は「全盛期を過ぎた」という意
味で、「脱した」という意味ではない）。左派
政権が誕生したいくつかの国では、ネオリベ
ラリズムを根本的に否定する「急進左派」の
勢力が政権を担当している。 
 前述のような理解は、近年のラテンアメリ
カ地域に関する一般的な認識である。一般的
な傾向としては間違っているわけではない。
だが、ある特定の側面について詳細にみてゆ
くと、そうした一般的な傾向の記述が作りだ
すイメージと異なる事象が観察される。 
 たとえば、国家予算に含まれる社会支出の
規模である。社会支出が国内総生産に占める
割合の平均を、新自由主義経済路線の全盛期
だった 1990 年代と、そのもとで広がった格
差や存続する貧困など社会経済問題への不
満から、同路線への批判と見直しが基調とな
った 2000 年代を比較すると、一般的な傾向
としては、それほど大きく変化していないこ
とがわかる。「急進左派」政権となっている
国でも、とりたてて顕著な増加が見られるわ
けではない。 
 
２．研究の目的 
 前節の背景から、本研究では、新自由主義
期とポスト新自由主義期が断絶しているの
ではなく、一定の連続性が存在することにつ
いて検証する。同時に、そうした連続性が生
じた原因や過程について探究する。より具体
的には、まず経路依存性が存在するのか否か
という点がある。つまり、一定の連続性は、
20 世紀のラテンアメリカが経験した近代化
や工業化による階層的社会的亀裂構造など、
歴史的、構造的要因が反映している可能性で
ある。また、一定の連続性を生み出す過程に
かかわっているアクターを特定する。それは、
一般的には、1990 年代に一旦、弱体化する
政党とともに、1970 年代末からの民主化後
に興った市民・社会運動や利益団体の様態と

かかわっているのかについても究明する。本
研究は、社会支出予算決定過程に注目し、政
策形成のインプット過程における政党を含
む多様なアクターの相互作用を実証的に分
析し、それをもとに多角的な比較研究を進め
る。 
 
３．研究の方法 
 研究期間を平成 24年度から 26年度度まで
の 3年とし、全体を各年度ごとの 3段階にわ
けて研究計画を実施する。初年度の第一段階
は、対象とする各国の現地調査と分析、次年
度の第二段階はラテンアメリカ諸国間の比
較分析、最終年の第三段階は他地域との予備
的比較研究による理論化の探求、を行う。各
段階で、現地調査、全体研究会や各班研究会、
ワークショップないしシンポジウムを実施
する。また、内外の学会での発表により、研
究期間中に成果を公にするとともに、研究書
刊行を企画する。 
 具体的には以下のとおり。 
第一段階：歴史的経緯や構造的条件との関

連も含め、1990 年代の新自由主義期と 2000
年代のポスト新自由主義期の社会支出予算
決定過程の動態的調査分析を行う。研究対象
国ごとに、1990 年代と 2000 年代を比較しつ
つ、決定過程と主要アクターを特定し、国家
社会関係の形態と今後の展望を明らかにす
る。 
第二段階：国家社会関係の形態や背景、今

後の展望について、事例間の共通性と相違点
を検証する。同様の特徴を有する国の間の比
較も行うが、異なった特徴を持つ事例の間の
比較に分析の重点をおき、相違の背景や条件、
過程を立体的に究明する。共通の分析枠組み
による、そうした作業をつうじて、中南米に
関して一般化を行い、比較分析枠組みの汎用
性を高めるよう検証をくわえる。 
 第三段階：他地域との予備的な比較による
理論化の方向性を考察する。ラテンアメリカ
に関する研究成果と分析枠組みの完成度を
確認する。そして、中東欧や東南アジアなど
のラテンアメリカ以外の地域との比較研究
を試み、調査研究の結果と比較分析枠組みの
一般化の方向性を探求する。 
現地調査は、資料文献調査と聞き取り調査

からなる。前者は、専門書や報道・資料など
の調査である。後者の調査対象は、行政府や
議会などの国家諸機関、政党、財界や労働団
体などの利益団体、市民・社会運動、マスメ
ディアなど、決定過程の主要アクターである
また、各国の政策決定過程研究に関し実績の
ある研究者との意見交換も行い、研究対象と
する決定過程の全体像を明らかにする。 
本研究が調査対象とするのは、アルゼンチ

ン、ブラジル、ボリビア、チリ、コロンビア、
キューバ、エルサルバドル、エクアドル、グ
アテマラ、メキシコ、ニカラグア、ペルー、
ウルグアイ、ベネズエラの、ラテンアメリカ
14 ヶ国である。 



 
４．研究成果 
 ポスト新自由主義期といえる 2000 年代の
社会支出の規模（国家予算に占める割合）か
らすると、20%以上となる相対的に規模が大
きい国が、ブラジル、アルゼンチン、ウルグ
アイなどで、15%前後を占める中規模の国が、
ボリビア、チリ、コロンビア、ベネズエラな
ど、また 10%前後以下の小規模な国が、メキ
シコ、ペルー、エクアドルなどとなっている。
エクアドルをのぞき、1990 年代の新自由主義
期と比較すると、いずれの国でも社会支出の
割合は増加している。その意味では、全体と
して、新自由主義の見直しの時期に入ってい
ることは確認できる。 
だが、他方では、「急進左派」政権の典型

とされるボリビア、エクアドル、ベネズエラ
では、エクアドルをのぞき、今世紀に入り社
会支出の割合が増加していることは事実で
あるものの、その増加が他の国と比較して著
しいわけではない。新自由主義のマクロ的枠
組みを維持しつつ社会的公正の向上を重視
する「穏健左派」のブラジルやウルグアイ、
チリ、そして急進派と穏健派の間にある中間
派のアルゼンチンのみならず、基本的に新自
由主義路線を維持しているコロンビア、ペル
ーなどと比べても、「急進左派」政権による
増加は程度の大きいものではない。 
 著しい増加が観察されないなかにあって、
確かに、ブラジルとベネズエラは、増加率と
しては他の国と比較すると高い。これは、今
世紀に入ってからのいわゆるコモディティ
輸出ブームに沸いたラテンアメリカにあっ
て、両国がとくに多くの利益を得た状況があ
った。 
 同時に考慮しなければならないのは、ブラ
ジルとベネズエラで、新自由主義ではない勢
力が安定した政権を維持できたことである。
ブラジルでは民主主義的な政治の枠組みが
維持されたのに対し、ベネズエラでは民主主
義の原則が遵守されずに権威主義化が進ん
だという違いがあることに留意する必要は
あるが、国内における覇権的な勢力として政
権を掌握した。これに対し、同じ「急進左派」
でも、ボリビアやエクアドルは、「急進左派」
ではない勢力の力がベネズエラよりもとく
に初期の頃は強く、「急進左派」勢力の覇権
が確立するのに時間を要した。その点からす
れば、政治過程に関与するアクターの勢力分
布の違いや変化も考慮する必要がある。 
 一方、1990 年代の社会支出の割合と比較す
ると、社会支出の規模が大きく変化した国は
存在しない。2000 年代の規模が大きいブラジ
ル、アルゼンチン、ウルグアイは、1990 年代
でも大規模であった。2000 年代において中規
模のレベルにあるグループのなかで、ボリビ
ア、チリ、コロンビアは、1990 年代でも中規
模のレベルにあった。そして、2000 年代に規
模の小さいグループに分けられるメキシコ、
ペルー、エクアドルは、1990 年代においても

同様の範疇であった。そうした点からすれば、
新自由主義路線が見直しや批判の対象とな
る時代になっても、20 世紀のラテンアメリカ
諸国が経験した近代化や工業化による経済
社会構造の変化ならびにそれを反映した政
治のあり方が、ポスト新自由主義期の政治過
程の出発点として存在し、それが一定の制約
として作用するなかで、今世紀に入ってから
の社会支出をめぐる政治が展開したという
ことができる。 
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